
練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート

事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容

　取組項目１　地域の福祉力を支える担い手を応援する

町会・自治会の加入促
進の実施

実施 実施

・区、町会連合会、宅建協会、不動産
協会とで締結した加入促進に関する
協定の継続
・転入者への転入手続き時の加入働
きかけの継続
・町会・自治会が加入促進を行う際の
グッズ類の提供または貸出
・公設掲示板の空枠を利用した加入
促進ポスター掲示
・集合住宅における加入促進ハンド
ブック等を活用した加入の呼びかけ
・公設掲示板に加入フォームにつなが
るQRコードを記したシールを貼付
・加入促進ポスター、チラシ、リーフ
レットのデザイン刷新
・加入促進チラシ、リーフレットを各区
民事務所等へ配布
・練馬まつり、つながるフェスタin練馬
で町会・自治会ブースを出展し、町会
活動の周知、啓発を実施

A

・加入率の減少、役員のなり手不足、
高齢化による後継者不足。
・ポスターやチラシの掲示・配布を中心
とした従来の取組では、町会活動に関
心の低い層や未加入者に情報が届き
にくい。
・特に若年層や転入者への働きかけが
十分とは言えない状況がある。

・業務委託による加入促進動画、広
報物の作成。
・SNSやホームページ等のデジタル媒
体の活動による若年層や転入者を含
む幅広い層への情報発信。
・練馬まつり、つながるフェスタ等での
加入促進の実施。

地域振興課

町会・自治会のデジタル
活用支援の実施

実施 実施

・町会・自治会に向けたデジタル講習
会の実施およびアドバイザー派遣に
よる相談対応
・新たにデジタル活用に取り組む町
会・自治会に対し、町会・自治会デジ
タル活用助成金を交付

A

・高齢化による担い手不足や町会員の
デジタル化への抵抗感により事業の活
用に至らない町会が多い。
・機器や通信環境の不足がデジタル活
用導入のハードルになっている。
・デジタル活用の取組が継続できな
い、講習会で得た知識が活用されない
など、支援後の定着に課題がある。

・引き続き「町会・自治会デジタル活
用事例集」を活用した先進事例の紹
介やデジタル初心者でも参加しやす
い講習会・意見交換会の実施により、
デジタル活用に対する意識の醸成を
図る。
・Ｒ７に開始した「デジタル活用促進補
助金」の活用を促進し、デジタル活用
導入時の負担を軽減する。
・新たにアドバイザー派遣の仕組みを
導入し、団体の状況に応じた伴走支
援を行うことで、安定的なデジタル人
材の確保を図る。

協働推進課

町会・自治会活動コンサ
ルタント派遣の実施

検討 実施
町会・自治会の課題解決のためにコ
ンサルタントを派遣し、伴走支援を実
施

A

・課題の検討から事業実施まで、区と
事業者がきめ細かく伴走支援する事業
のため、支援できる団体数に限りがあ
る。
・支援枠の拡充や持続的な支援体制
の強化が必要。

・Ｒ８から新たに１団体への支援を開
始する。
・支援団体の取組について、公の場で
成果報告会を行うとともに、成果報告
書を全町会・自治会に配付し、コンサ
ルタント派遣を通して得た課題解決の
手法を区内全域に拡げる。
・区職員が伴走支援に関わることで、
専門的知見を蓄積し、継続的な支援
体制の確保を図る。

協働推進課

　　事業番号１　
⑴町会・自治会の活性
化、相談体制の強化

施策の柱１　区民との協働と地域の支え合いを推進する

所管課
現況

（令和６年度）
目標

（令和10年度）

令和７年度

資料２－２
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート

事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容
所管課

現況
（令和６年度）

目標
（令和10年度）

令和７年度

区報・パネル展などによ
る活動周知

年１回 充実

・５月の活動強化週間に合わせ、アト
リウムにおいてパネル展を実施し、制
度や活動内容を周知
・パネル展に合わせ、一日民生委員
のイベントを開催
・年１回、制度や活動について区報に
掲載
・みどりバスにポスター掲示
・「つながるカレッジねりま（福祉コー
ス）」にて、民生・児童委員についての
講義を実施。
・「地域活動マッチングイベント」にブー
スを出展

A ・制度や活動内容の更なる周知

・５月の活動強化週間に合わせ、アト
リウムにおいてパネル展を実施し、制
度や活動内容を周知。
・パネル展に合わせ、一日民生委員
のイベントを開催。
・年１回、制度や活動について区報に
掲載。
・みどりバスにポスター掲示
・「つながるカレッジねりま（福祉コー
ス）」にて、民生・児童委員についての
講義を実施。
・「地域活動マッチングイベント」に
ブースを出展。

福祉部管理課

地域福祉コーディネー
ター・生活支援コーディ
ネーターとの連携

実施 実施

年10回の全20地区の民生児童委員
協議会に、地域福祉コーディネーター
と生活支援コーディネーターが参加し
情報交換を実施。

A 更なる連携の強化

年10回の全20地区の民生児童委員
協議会に、地域福祉コーディネーター
と生活支援コーディネーターが参加し
情報交換を実施。

福祉部管理課

地域団体の事業基盤強
化に向けた講座などの
開催

年６回 年６回

全５回実施
・資金獲得関連講座
　１回　７人
・広報力アップ関連講座
　２回　37人
・NPO設立講座
　２回　30人

A
地域活動団体の基盤強化に結び付け
るため、受講者のニーズの高い講座内
容の検討が必要である。

従来実施している資金調達ならびに
広報力の向上に資する講座に加え、
NPO設立等の講座等を実施すること
により、地域活動団体の活動の充実
および強化を図る。

協働推進課

ねりま地域活動ニュース
の発行

年12回 年12回
毎月１回（年12回）
　2,500部発行

A 掲載団体の選定等が困難。
庁内関係部署等との連携を図り、地
域活動団体等に関する情報の集約に
努める。

協働推進課

　　事業番号２　
⑵民生・児童委員の活動
周知および関係機関との

連携

　　事業番号３　
⑶NPO法人・ボランティア
などへの活動支援
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート

事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容
所管課

現況
（令和６年度）

目標
（令和10年度）

令和７年度

　取組項目２　区民との協働で気軽に立ち寄れる場をつくる

街かどケアカフェの増設
・常設型６か所
・サロン型37か所

充実

・常設型
２か所開設、１か所開設準備（計８か
所）
・地域サロン型
　３か所増の計画に対し、５か所増・１
か所減（計41か所）・支援事業継続
・出張型街かどケアカフェ実施（計27
か所）
　リハビリ専門職による転倒防止講座
の実施　54回

A

・常設型
　より充実が図れるよう、多世代交流
等の各ケアカフェでの取組みや利用者
への対応など、受託事業者間の情報
交換を行う場が必要である。小中学
校、児童館との複合施設内で開設され
るため、各施設と連携がとれるよう、適
宜情報交換の場を設ける必要がある。
・地域サロン型
　地域の団体が事業を継続できるよ
う、活動状況の他、団体ごとの課題を
把握をする必要がある。
・出張型
　介護予防に関する事業のほか、地域
のニーズや時節に合わせた防災・熱中
症対策に関する講座などの実施を取り
入れていく。

・常設型
　街かどケアカフェ間では既に連絡会
を設け情報共有を図っているが、定期
的なものに限らず、適宜情報交換の
機会を設ける。
・地域サロン型
　定期的な連絡会において状況確認
する他、実績報告を参考に、団体へ
個別にヒアリングを行い、継続に向け
た支援を行う。
・出張型
　健康推進課や警察、消防と連携し、
実施する。

高齢者支援課

練馬こどもカフェの充実 10か所 充実

事業の空白地域に実施店舗を拡大
・２か所開始
（計11か所※）
※R７．５に１か所閉店

A

大泉学園町や石神井台地域が事業の
空白地域となっている。一方で、店舗
数の拡大に伴い、講師を依頼する保育
施設等が重複し、講師の確保が困難
な状況が生じている。

　大泉学園町や石神井台地域で事業
を開始し、空白地域を解消する（Ｒ８．
８から開始予定）。
　今後は、Ｒ７から開始した自主運営
型練馬こどもカフェ事業費補助金によ
り、自主運営型の充実を図るととも
に、１店舗当たりの実施回数の増や
定員の拡大、講座内容の充実等、区
民ニーズを踏まえた事業展開に取り
組んでいく。

こども施策企画課

こどもだんらん食堂支援
事業の実施

検討 実施 33団体 A

区内のこども食堂などが参加するこど
も食堂連絡会において、運営スタッフ
の確保が困難との意見が寄せられて
おり、支援の充実が必要。

人件費として、運営スタッフ１人あた
り、１日1,500円までを助成対象とす
る。
※開催日以外に事務や買い出し等を
行ったスタッフの人件費は除く。

福祉部管理課

相談情報ひろば運営団
体への支援

10団体 10団体

10団体を支援（うち１団体は現在活動
休止中）
・開設　延2,086日
・利用者　延23,220人

A 運営指針に基づく確実な事業の実施。

・ひろばに対し運営指針に基づいた運
営をするよう働きかける。
・補助金の交付等により、運営団体へ
の支援を継続する。
・相談情報ひろば事業モニタリング会
議による視察および事業執行状況の
評価を実施する。

協働推進課

事業番号４
⑴気軽に立ち寄ることの
できる居場所の充実
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート

事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容
所管課

現況
（令和６年度）

目標
（令和10年度）

令和７年度

地域福祉コーディネー
ターによる社会資源の
コーディネートの実施

実施 実施

【福祉部管理課】
・社会参加に向けた本人との面談　延
べ323件
・社会参加の受け入れ先への働きか
け　延べ112件
・社会参加の実現　延べ107件
【社会福祉協議会】
・ひきこもり状態にある方や在住外国
人等、社会とのつながりが希薄な方々
に対し、アウトリーチを含む相談支
援、およびボランティア活動等への参
加支援を実施した。また、本人や家族
のニーズを聞き取り、住民や地域活動
団体等と協働して、居場所づくりや社
会参加の機会を創設した。

A

【福祉部管理課】
個々の相談者の状況やニーズに応じ
て、地域の活動団体等につなげるよ
う、ネットワークの拡充が必要。
【社会福祉協議会】
・個別ニーズに対応できる居場所等の
社会資源の不足。

【福祉部管理課】
・地域福祉コーディネーターによる社
会参加支援の実施継続
・地域の活動団体の行事等への参加
【社会福祉協議会】
・社会福祉法人や地域活動団体等と
連携し、多様な居場所および社会参
加の機会を創出する。

福祉部管理課

あすはステーションの増
設

１か所 ２か所 充実 A+

・R７年７月、東大泉敬老館跡地に区内
２か所目となるあすはステーション大泉
を開設した。
・R６の居場所利用者66名、延619名か
らR７は２拠点合わせて153名、延944
名と利用実績が増加している。今後、
利用者の継続参加促進が課題であ
る。

開設のタイミングに合わせ、あすはス
テーションの専用ホームページを開設
し、プログラム内容を随時更新するこ
とで周知を図っている。引き続き、利
用者のニーズを把握するため、聞き
取りやアンケート調査を実施するとと
もに、その結果を新たなプログラムに
反映することで、利用者の継続的な
参加を促す。

生活福祉課

生活支援コーディネー
ターによる高齢者と地域
団体のコーディネートの
実施

27人体制
27地区

27人体制
27地区

27人体制
27地区

A

様々な取組みを行っていくため、各地
域の進捗状況や課題解決方法などの
好事例について、各圏域における地域
資源の発掘や開発、ニーズの把握、関
係者間のネットワーク構築を行う生活
支援コーディネーター間で共有していく
ことが必要。

定期的に実施している連絡会で、取り
組みの進捗や地区ごとの課題をコー
ディネーター間で共有し、課題解決や
阻害要因の解消方法を検討していく。

高齢者支援課

　　事業番号５
⑵社会参加のきっかけづ
くり
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート

事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容
所管課

現況
（令和６年度）

目標
（令和10年度）

令和７年度

　取組項目３　区民の地域課題を解決する力を引き出す

　　事業番号６　
つながるカレッジねりま
の開催

修了者460人（累
計）

修了者860人（累
計）

【令和７年度末までの修了者】576人
（累計）
【講座開催実績】
・福祉コース（30回）　延533人
・防災コース（８回）　延149人
・農の学校初級コース（24回）
　延337人
・ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｶﾞｰﾃﾞﾅｰｺｰｽ（12回）
　延259人
・ねりまの森維持管理コース
　（12回）　延151人
・全学習分野共通講座（４回）
　延315人
・共通講座をはじめ、一部のコースで
オンライン配信
・受講者・修了者の学びの継続や地
域での活動を支援

A

修了者が地域活動を継続していくた
め、地域活動の体験の場および受講
者同士の交流の場の提供が継続的に
必要である。

修了者が継続して活動できるよう町
会・自治会等地域活動団体と協力し
たカリキュラムや受講者交流会を引き
続き行う。また、つながるフェスタを案
内し、地域活動への参加につなげる。

協働推進課

練馬つながるフェスタの
地域開催

６か所実施 ６か所実施

・６か所で実施
　春日町図書館　108人
　関区民ホール　135人
　勤労福祉会館　240人
　光が丘IMA　505人
　石神井公園区民交流センター
　188人
　ココネリホール他　1,448人
・地域活動パネル展の実施
　８か所
・地域活動団体紹介の動画作成
・団体交流会の開催
・10周年記念企画の実施

A
・参加者の年齢層に偏りがある。
・団体同士の連携を促進する仕組みづ
くりが必要。

・会場選定や開催時期の見直しを行
うとともに、引き続き、区報、区ホーム
ページ等各媒体での周知、区立施設
へのチラシ配布および実行委員をは
じめとする参加団体自身による周知
を実施する。また、子育て支援アプリ
や区SNSの活用により、幅広い年齢・
属性の区民への周知を図る。
・引き続き、参加団体交流会を全会場
で実施するとともに、新たに「参加団
体紹介BOOK」を作成・配布し、団体
同士が知り合う機会を創出する。

協働推進課

つながる窓口における
相談支援の実施

150件 180件 相談対応　324件 A+ 相談件数の更なる増加。
引き続き、課の事業やイベントを実施
する際につながる窓口での相談事業
を周知していく。

協働推進課

ねりま協働ラボの展開 募集開始
支援団体数24団
体（累計）

支援団体数　６団体
・未来創造チャレンジ　１事業
　（１年目）
・コラボチャレンジ　５事業

A

・応募件数の伸び悩みを踏まえ地域活
動団体への周知の強化が必要となる。
・各プロジェクトは、区との協働期間中
は活発な活動を行っているが、協働期
間終了後は、活動が停滞する可能性
がある。このため、各団体が支援終了
後も主体的に活動（資金調達含む）で
きる体制づくりが必要となる。

・引き続き応募説明会を実施し、申込
支援を行うと共に、新規案内先の検
討を含め、地域活動団体へ更なる周
知を行う。
・応募説明会の内容に、支援終了後
を見据えた資金調達法を追加する。

協働推進課

やさしいまちづくり支援
事業の実施

支援団体数278
件（累計）

支援団体数330
件

令和７年度末までの支援団体数286
件（累計）

令和７年度の支援団体数８件

B
他の補助金事業を活用する団体が増
加しており、事業自体のあり方を検討
する必要がある。

他の補助金事業との整理を行い、事
業の見直しを検討する。

福祉部管理課

事業番号７
⑵地域における活動の機
会の提供

事業番号８ ⑶新たな取組への支援

⑴活動につながる学びの
場の提供
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート

事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容

　取組項目１　一人ひとりの特性に応じた支援を推進する

　事業番号９
包括的な相談支
援の実施

実施 実施

・保健・福祉等に関する主な相談窓
口において、包括的な相談支援を実
施。必要に応じて適切な支援機関と
連携。

A
・相談件数の増加
・複合化する課題がある場合の関係機関との
連携

・他機関との連携のため、相談機関
一覧を作成
・包括的相談体制の継続実施

福祉部管理課

　事業番号10
連携推進担当に
よる調整・サポー
トの実施

実施 実施
・相談件数　38件
・相談実件数（要支援世帯数）33件
・調整困難ケース検討会議　13回

A
・支援関係機関の相互理解の推進
・相談事例の課題の複合化・複雑化

・支援機関が集まる連絡会等で事業
内容の周知
・支援関係機関が開催するケース検
討会議への参加や、支援関係機関へ
の個別ヒアリングによる相談事例の
収集

福祉部管理課

　事業番号11　
アウトリーチ型支
援の実施

実施 実施

【地域福祉コーディネーターによるア
ウトリーチ】
支援関係機関等へつないだ件数
150件
個別訪問　123件

A

地域福祉コーディネーターによるアウトリーチ
においては、個々のニーズに応じた同行支援
や社会資源へのつなぎ等、相談者が求める
支援への柔軟な対応が求められる。

地域福祉コーディネーターによるアウ
トリーチの実施継続

福祉部管理課

事業番号12
若者ケアラー・
コーディネーター
の配置

検討 実施
社会福祉協議会に18歳以上のヤン
グケアラーのサポートを行う「若者ケ
アラー・コーディネーター」を配置

A

若者ケアラーを支援につなげることができる
ように、区内の高校、大学等を訪問し、周知・
啓発を行っているが、子どもと家庭に関わる
関係機関への更なる周知が必要である。

・日本大学芸術学部と協力して広報
媒体を作成し、若者ケアラーの周知・
啓発を強化する。
・教育・福祉関係機関を対象に周知・
啓発を目的とした研修会をＲ８に実施
する。

子ども家庭支援センター

児童相談所と子
ども家庭支援セ
ンターの合同研
修の実施

検討 実施

都立児童相談所と子ども家庭支援
センターが緊密に連携し、迅速かつ
一貫した児童相談対応を行うため、
職員の専門性を高める都区合同研
修を３回開催した。

A
児童相談所と子ども家庭支援センターの役
割をすべての職員が相互に理解し合った上
で対応にあたる必要がある。

都区合同研修のほか、研修の講師を
互いの職員が務めるなど、児童相談
所と子ども家庭支援センターの役割
について相互に理解を深められるよ
うな機会を引き続き創出していく。

子ども家庭支援センター

地域包括支援セ
ンターと総合福
祉事務所の連絡
会の開催

年48回 年48回
各基本地区で毎月１回開催
合計で48回の開催

A

７年度から、虐待対応の問題も含めて、各地
域包括支援センターにおける日々の課題等
をすくい上げるようにはしているが、センター
の全職員が出席しているわけではないため、
周知・浸透が不確実。

基本地区連絡会の前に各センター内
で全職員の課題・意見等を聞く機会を
設ける等、各センターに要望

高齢者支援課

事業者向け高齢
者・障害者虐待
防止研修の実施

実施 充実
４回
介護事業者　計69人、
障害福祉サービス事業者　計22人

A
研修を受講する時間や代替職員の確保が困
難等の理由から、特に障害福祉サービス事
業者の受講者数が少ない傾向にある。

受講機会の確保を図る観点から、オ
ンライン研修の充実を検討する。

福祉部管理課

ゲートキーパー
養成講座の開催

年７回、350人 年７回、350人 年間７回、532人 A+

これまで多くのゲートキーパーを養成してきた
が、昨今の若年者の自殺者数の増加を受
け、若年者の生活・行動・環境に係る方々を
含め、今後も幅広い年代の方をゲートキー
パーとして養成する必要がある。

一般区民、教員、民生児童委員、高
校生など多様な年代・対象に向けた
啓発活動を行う。特に若年者の自殺
者数が増えていることを踏まえ、高校
生向けの講座を増やす。

保健予防課

保健所での専門
医による依存症
相談の実施

４か所 ６か所
４か所
実施回数19回
相談者43人

A
薬物依存症以外のアルコール依存症やゲー
ム依存症の相談が多い傾向。

薬物依存症の相談ができることを区
報やホームページ、依存症講演会な
どで周知する。
令和8年度は5か所で実施する。

保健相談所

所管課

⑴包括的な相談支援の
推進

⑵多機関協働による支援
の推進

施策の柱２　誰もが安心して生活できる環境を整える

現況
（令和６年度）

目標
（令和10年

度）

令和７年度

⑷ヤングケアラーへの支
援の充実

⑶アウトリーチ型の支援
の充実

⑸虐待の未然防止のた
めの体制整備

事業番号13

事業番号14
⑹自殺・薬物依存対策の
推進

資料２－２
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート

事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容
所管課

現況
（令和６年度）

目標
（令和10年

度）

令和７年度

事業番号15
生活サポートセ
ンターの増設

１か所 ２か所 調整 A

石神井再開発ビル内の増設に向け、生活サ
ポートセンターの運営に必要なシステム等に
ついて関係者と協議・調整を進めている。引
き続き増設に向けた運営体制等の整理が必
要である。

生活サポートセンターの増設に向け、
区内２か所となる支援拠点の役割分
担や運用方法を整理し、相談支援体
制の強化を図る。

生活福祉課

就労サポーター
の設置

12人 14人 就労サポーター12人→14人 A+

・令和７年度は就労サポーターを増員すると
ともに、「あすは大泉」を新設する等、就労支
援体制を強化した。
・一人でも多くの受給者を就労支援に繋げる
ため、受給者と就労サポーターを繋ぐ役割を
担うＣＷへの働きかけが課題である。
（就労サポーターの増員は令和10年度までの
達成を目標としていたが、令和７年度に達成
したためA＋とする）

・令和７年度はＣＷを対象とした「あす
は大泉」の見学会を実施し、施設理
解を深めることで受給者への就労支
援の働きかけを促進した。
・今後も継続的に実施し、ＣＷの意識
向上と就労支援の活用促進を図る。

生活福祉課

ねりま若者サ
ポートステーショ
ンにおける相談・
支援プログラム
の実施

利用者数延べ
3,600人

充実

・支援プログラムを受け就職した方
によるセミナー　１回
・職場体験
　R6：25回、R7：53回
・社会体験
　R6：174回、R7：169回

A

ひきこもり状態等であった方は、対人コミュニ
ケーションに不安を抱えており、就労支援に
移行できる利用者は少ないため、継続的な支
援が必要である。またマッチング支援や職場
体験を行う上では、利用者の特性や状況に
ついて、企業側の理解も必要となる。

支援プログラムの内容を適宜見直し
ながら、利用者が就労支援に踏み出
せるきっかけを引き続き提供してい
く。また、事業やプログラムの趣旨に
ついて、企業側から理解を得られるよ
う引き続きアプローチを行い、支援へ
の協力を依頼していく。

青少年課

特別支援学校お
よびレインボー
ワークからの就
労支援の実施

91人 拡大 75人 B

就労支援機関を利用せずに就労した方が増
加する一方、レインボーワークにおいては就
労者数はR6よりも向上したものの、就労決定
までに時間を要するケースが増加した。

・引き続き、レインボーワーク、特別支
援学校、ハローワーク等の関係機関
が連携し、就職、職場定着が円滑に
進むように取り組む。

障害者施策推進課

農福連携の推進
新規３件
（計40件）

拡大
新規３件
（計36件）

A

・農福連携の実績は、農産物の加工・販売が
中心となっている。農産物の加工に関連する
取組は、施設利用者の状況や小規模多品目
生産を特徴とする区内農業の実情に適して
いると考えられる。この取組を継続し進めて
いく必要がある。

・レインボーワークの職員が農業者を
訪問し、マッチング機能の強化を図
る。

障害者施策推進課

住まい確保支援
事業の実施（練
馬区居住支援協
議会、セーフティ
ネット住宅登録
制度の周知、家
主への補助金支
給含む）

実施 実施

【居住支援協議会の開催 2回】
住まい確保支援事業として、空き室
物件の情報提供に加え、「伴走型支
援」を実施。
・物件情報提供申込件数　238件
・物件情報提供件数 　98戸
・伴走型支援件数　63件
・家主支援補助金支給件数 ４件

A

・空き室物件の情報提供事業だけでは住まい
の確保が難しい方に対する支援。
・高齢者や障害者等の住宅確保要配慮者の
入居に対する家主の理解を得ること。

・居住支援協議会
・住まい確保支援事業として、物件情
報提供および伴走型支援
・家主支援補助金

住宅課

住まいサポー
ター制度の実施

検討 実施
実施
住まいサポーターにつないだ数28人
（内プラン作成22人）

A
生活サポートセンターと住まいサポーターと
が連携し、増加する住まいに関する相談にき
め細かく対応する必要がある。

生活サポートセンターと住まいサポー
ターの連携体制を強化し、役割分担
の整理を図ることで、増加する住まい
に関する相談に適切に対応していく。

生活福祉課

障害者グループ
ホーム自立支援
促進事業の実施

実施 実施 実施事業所　１事業所 A
触法障害者を受け入れるグループホームが
少ない。

区内事業所に補助スキームを周知す
る。

障害者サービス調整担
当課

⑺生活困窮者への支援
体制の強化

事業番号16

事業番号17

⑻就労支援の充実

⑼住まい確保支援の充
実
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート

事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容
所管課

現況
（令和６年度）

目標
（令和10年

度）

令和７年度

　取組項目２　質の高い福祉サービスを安定的に提供する

保育人材の相
談・面接会の開
催

来場者数131人 充実
・３回開催
・延べ来場者数117人
・内定者数18人

A

労働人口の減少や保育ニーズの高まりを受
け保育人材の確保需要が続いている。区内
保育施設の人材確保の支援が引き続き必要
である。

昨年度に引き続き、全保育施設向け
に、保育士等確保支援事業について
アンケートを実施し、ニーズ等を踏ま
えた取り組みを検討する。

保育課

保育所職員への
研修の実施

来場者数4,100人 充実
・50回実施
・延べ参加人数3,892人

A
保育を取り巻く状況や受講者ニーズを踏まえ
た研修メニュー、研修方法の充実が引き続
き、必要である。

受講者や保育施設向けに研修メ
ニュー等に係るアンケートを実施し、
ニーズ等を把握し取り組みを検討す
る。

保育課

練馬福祉人材育
成・研修センター
事業の実施

検討 実施

人材確保事業（就職セミナー・就職
面接会、養成研修、区民向け基礎
研修）　33回
人材育成事業（練馬区ケアマネジメ
ント体制強化事業を含む研修）　147
回
人材定着事業（区内の介護・障害福
祉サービス事業所で働く職員等を対
象とした相談窓口の設置）

A

人員体制等の理由により、研修センターでの
研修を受講できない事業所職員のために、研
修受講環境を充実させる必要がある。
また、介護分野に偏りつつある研修の内容、
実施回数等の見直し（障害分野に係る研修
の拡充）が必要。

利用者や関係部署等のニーズをもと
に現在の研修内容および回数を見直
しのうえ、オンライン研修の充実を検
討する。

福祉部管理課

介護従事者養成
研修の実施

年150人
実施
(年間150人)

実施
（年間152人）
参加人数の減少を受け、Ｒ７から研
修日数を短縮するとともに、カリキュ
ラム内容を変更した。また、区報で
訪問介護の魅力を紹介するととも
に、本研修の受講生募集を通常より
大きく扱った。これらの取組により、
Ｒ７については目標を達成した。

A

今後も募集方法等を工夫し続けない限り、新
たな受講者を獲得するのは難しい。介護人材
不足は、介護サービス供給を制約する要因と
なることから、喫緊の対応が必要である。

メインターゲット層である子育て世代
を中心に、申込者数を増やすため、
オンライン研修の導入など、さらなる
工夫を検討している。

高齢社会対策課

資格取得費用助
成の実施

年355件 実施

介護職員初任者研修受講料助成
53人
介護職員実務者研修受講料助成
134人
介護福祉士資格取得費用助成 　81
人
介護支援専門員法定研修費助成
新規　９人
主任介護支援専門員法定研修費助
成　新規　10人

B
７年度、事業者立替払いの導入や受講料補
助の引上げなどを行った。制度の更なる周知
が必要。

電子申請を開始するとともに、チラシ
の配布や事業者への直接説明など、
周知を工夫する。

福祉部管理課
高齢者支援課

⑴福祉人材の確保・育
成・定着の推進

事業番号18
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート

事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容
所管課

現況
（令和６年度）

目標
（令和10年

度）

令和７年度

事業番号19
共生型サービス
の整備

１事業所 ２事業所
令和７年１０月に光が丘ライフプラザ
にて共生型サービスを開始

A
サービス利用者拡大に向けた周知が十分に
行き届いていない。

利用者増加を図るため、継続的かつ
効果的な周知に取り組む。

障害者施策推進課

事業番号20 指導検査の実施 460件 実施

・公認会計士資格を有する会計専門
員が、指導監査等を通した適正な会
計処理のための支援や、区所轄の
社会福祉法人の財務分析を基にし
た経営についての助言を行った。
・業務継続計画の策定、虐待防止の
ための措置等について、実地検査
や集団指導により事業者へ指導を
行った。
・指導検査結果について区ホーム
ページで公表した。
【社会福祉法人監査】一般監査：11
法人
【障害福祉サービス検査】運営指
導：84事業所
【保育サービス検査】実地検査：14１
施設
【介護サービス検査】運営指導：167
事業所、監査：１事業所

A

・経営状況に悪化の兆候が見られる社会福
祉法人については、継続して経営状況を注視
し、必要に応じて助言していく必要がある。
・集団指導について、未受講事業所・施設へ
の対応を強化する必要がある。

・経営状況に悪化の兆候が見られる
社会福祉法人について、継続して経
営状況を注視し、必要に応じて会計
専門員による適切な助言を行う。
・集団指導について、未受講事所・施
設に対して、受講の督促を文書や
メールで行う等、対策を強化する。

指導検査担当課

事業番号21

区報、活動報告
書、パンフレット、
ホームページに
よる周知

実施 実施

・区報に年２回掲載
・地域包括支援センター、区民情報
ひろば等で、リーフレットや活動報告
書を配布
・区ホームページに掲載
・各種連絡会にて周知

A
・制度の利用可能性が高い方に情報が届くよ
うにするため、リーフレットの配布先等周知方
法の工夫が必要

・区報に年２回掲載
・地域包括支援センター、区民情報ひ
ろば等で、リーフレットや活動報告書
を配布
・区ホームページに掲載
・各種連絡会にて周知

指導検査担当課

事業番号22
事業所への受審
支援の拡大

保育施設　71件
高齢者施設　１件
介護事業所　１件
障害福祉施設
14件

拡大

【高齢社会対策課】
・受審事業所
高齢者施設　1か所（はつらつセン
ター光が丘）
介護事業所　3か所（土支田、練馬、
高野台デイサービスセンター）
【保育課・保育計画調整課】
保育施設　区立保育園20か所
私立保育所  43か所
認証保育所　３施設
企業主導型保育施設　２施設
【障害者サービス調整担当課】
障害福祉施設　16件

A
受審結果に基づく現状分析と改善計画の明
確化

【高齢社会対策課】
高齢者施設1か所（はつらつセンター
関）、介護事業所1か所（錦デイサー
ビスセンター）への受審支援。
【保育課・保育計画調整課】
受審結果に基づく現状分析と改善計
画の実施状況の確認。
【障害者サービス調整担当課】
補助金申請に提出される受審結果と
現状分析、改善計画の内容を確認す
るとともに事業所訪問時においても改
善方法の確認と必要に応じた助言を
実施する。

保育課
保育計画調整課
高齢社会対策課
障害者サービス調整担
当課

⑵共生型サービスの整備

⑶福祉サービス事業者へ
の指導検査体制の充実

⑷保健福祉サービス苦情
調整委員制度の周知

⑸福祉サービス第三者評
価の受審支援
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート

事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容
所管課

現況
（令和６年度）

目標
（令和10年

度）

令和７年度

　取組項目３　災害時の要支援者対策を推進する

避難行動要支援
者名簿の随時更
新

実施
全件調査の検
討・実施

・全件調査未回答者に対し、勧奨通
知を送付。（１回）
・自動登録者に対し、調査票を送
付。（年２回）
・名簿登録希望者の登録（随時）
・本人からの申出による更新（随時）

A

　名簿の更新は、住基情報等（転出・死亡・介
護認定等）に基づく自動更新と、本人からの
申出による更新（連絡先更新等）の２通りが
ある。
　本人からの申出による更新について、未回
答の方の一部については、最新情報への反
映ができていない可能性がある。

　Ｒ６.１に実施した全件調査（①現況
調査28,741人＋②自動登録2,464人
合計31,205人）の未回答者に対し、以
下のとおり働きかけを行った。
　Ｒ６.12に「要支援者のみ世帯の未
回答者」2,456人に対して勧奨通知を
発送し、456人の回答を得ている。
　Ｒ７.７に「その他の未回答者」11,011
人に対し勧奨通知を発送し、2,493人
の回答を得ている。
　勧奨通知の個別送付による回答は
ほぼ得られたと見なし、今後は、広く
事業周知を行う中で登録(更新）の働
きかけを行う。

福祉部管理課

個別避難計画の
作成

延べ10,745件（12
月末時点）

延べ28,000人

・全件調査未回答者への勧奨通知
の発送と併せて、該当者（2,986人）
が利用している事業所に対して協力
を依頼し、ケアマネジャー等と連携し
た勧奨を実施。さらに、コールセン
ターからの架電勧奨を行った。
・個別避難計画作成数
延べ13,563件（３月末時点）

B
施設入所等、経年での状況の変化により個
別避難計画を解除する人もおり、登録者数が
伸び悩んでいる。

要支援者のみ世帯について、未回答
者分の個別避難計画を引き続き作成
するとともに、全件調査以降の新規
登録者による計画作成件数を伸ばし
ていく。

福祉部管理課

名簿・計画を活
用した訓練の実
施

実施 実施

各種安否確認訓練
・避難拠点訓練（3か所）
・震災総合訓練（全98か所）
・１月期訓練（各総合福祉事務所職
員による安否確認）
・介護・障害福祉サービス事業所訓
練（132か所）
・地域包括支援センター訓練（27か
所）
・その他防災会による独自の安否確
認訓練

A
　訓練を通じて、支援者および要支援者の両
者に安否確認の重要性を認識してもらう必要
がある。

　引き続き、各種安否確認訓練を実
施することにより、各地域での安否確
認の実効性を高めていく。併せて防
災会等による自主訓練を継続するよ
う働きかけていく。避難拠点による安
否確認訓練は、内容を整理し、実施
する避難拠点を増やすなど、訓練の
拡充を検討する。個別避難計画を活
用した訓練のあり方を検討する。

福祉部管理課
区民防災課

福祉避難所の指
定

55か所 63か所

・福祉避難所の新規指定5か所（計
60か所）
・台風接近時における福祉避難所の
開設運営訓練を実施
・震災時における福祉避難所の開設
運営訓練、福祉避難所への福祉用
具搬入搬出訓練を実施
・備蓄物資の充実

A

・福祉避難所の拡充
・福祉避難所の災害時における円滑な開設・
運営体制の確保
・備蓄物資の充実

・福祉避難所の新規指定５か所（障害
2か所、高齢3か所）
・福祉避難所の廃止２か所（高齢２か
所）
【８年度末予定福祉避難所数】
計63か所
・災害時対応マニュアルに基づく災害
時対応訓練の実施
・備蓄物資の充実

福祉部管理課
高齢社会対策課

福祉避難所への
直接避難の実施

試行実施
実施施設の拡
大

・直接避難の試行実施・拡大検討
・直接避難の実働訓練実施（1か所）

A

　福祉避難所への直接避難の実施に向け
て、実働訓練を実施し、職員体制の確保、受
入対象者の事前調整、移送手段の確保等の
課題が明らかになった。

　福祉避難所への直接避難の実施に
向けて、R6の図上訓練・R７の実働訓
練により明らかとなった課題を協定や
マニュアルに反映させていく。

福祉部管理課
高齢社会対策課

事業番号25 訓練の実施 年２回 年２回

・立ち上げ訓練　２回　136名参加
・災害ボランティアコーディネーター
入門講座　２回　40名参加
・災害ボランティアコーディネーター
卒業生交流会　２回　35名参加
・災害シンポジウム　１回　86名参加

A

・区内西エリアでの立ち上げ
・災害ボランティアセンターの周知
・災害ボランティアコーディネーター入門講座
卒業生の活躍の機会の提供
・災害ボランティアセンター運営に係る地域団
体等との連携強化

・災害ボランティアセンターの周知
・練馬文化センター、石神井公園区民
交流センターでの訓練の実施　開催
（２回）
・災害ボランティアコーディネーター入
門講座開催（２回）
・災害ボランティアセンター関係者連
絡会の開催（１回）

福祉部管理課

事業番号23
⑴避難行動要支援者対
策の推進

⑶災害ボランティアセン
ターの運営

事業番号24 ⑵福祉避難所の拡充
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート

事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容

　取組項目１　更生保護活動の担い手を支援する

　事業番号26
再犯防止支援会議の
開催

検討 実施

保護司が関わる保護観察対象者（個別ケース）に
ついて、関係機関が集まり、立ち直りに向けた現
状と課題の把握、必要な支援策の検討等を行っ
た。年２回実施。

A
再犯防止支援会議について庁内関係部
署および関係支援機関への周知

・再犯防止支援会議の開催（年２回）
・会議について庁内関係部署および関
係支援機関へ周知

福祉部管理課

　取組項目２　一人ひとりの状況に応じて支援する

就労サポーターの設
置

12人 14人 就労サポーター12人→14人 A+

・令和７年度は就労サポーターを増員す
るとともに、「あすは大泉」を新設する
等、就労支援体制を強化した。
・一人でも多くの受給者を就労支援に繋
げるため、受給者と就労サポーターを繋
ぐ役割を担うＣＷへの働きかけが課題で
ある。
（就労サポーターの増員は令和10年度
までの達成を目標としていたが、令和７
年度に達成したためA＋とする）

・令和７年度はＣＷを対象とした「あすは
大泉」の見学会を実施し、施設理解を深
めることで受給者への就労支援の働き
かけを促進した。
・今後も継続的に実施し、ＣＷの意識向
上と就労支援の活用促進を図る。

生活福祉課

ねりま若者サポートス
テーションにおける相
談・支援プログラムの
実施

利用者数延べ
3,600人

充実

・支援プログラムを受け就職した方によるセミナー
１回
・職場体験
　R6：25回、R7：53回
・社会体験
　R6：174回、R7：169回

A

ひきこもり状態等であった方は、対人コ
ミュニケーションに不安を抱えており、就
労支援に移行できる利用者は少ないた
め、継続的な支援が必要である。また
マッチング支援や職場体験を行う上で
は、利用者の特性や状況について、企
業側の理解も必要となる。

支援プログラムの内容を適宜見直しな
がら、利用者が就労支援に踏み出せる
きっかけを引き続き提供していく。また、
事業やプログラムの趣旨について、企
業側から理解を得られるよう引き続きア
プローチを行い、支援への協力を依頼し
ていく。

青少年課

特別支援学校および
レインボーワークから
の就労支援の実施

91人 拡大 75人 B

就労支援機関を利用せずに就労した方
が増加する一方、レインボーワークにお
いては就労者数はR6よりも向上したも
のの、就労決定までに時間を要する
ケースが増加した。

・引き続き、レインボーワーク、特別支援
学校、ハローワーク等の関係機関が連
携し、就職、職場定着が円滑に進むよう
に取り組む。

障害者施策推進課

農福連携の推進
新規３件
（計40件）

拡大
新規３件
（計36件）

A

・農福連携の実績は、農産物の加工・販
売が中心となっている。農産物の加工に
関連する取組は、施設利用者の状況や
小規模多品目生産を特徴とする区内農
業の実情に適していると考えられる。こ
の取組を継続し進めていく必要がある。

・レインボーワークの職員が農業者を訪
問し、マッチング機能の強化を図る。

障害者施策推進課

住まい確保支援事業
の実施（練馬区居住
支援協議会、セーフ
ティネット住宅登録制
度の周知、家主への
補助金支給含む）

実施 実施

【居住支援協議会の開催 2回】
住まい確保支援事業として、空き室物件の情報提
供に加え、「伴走型支援」を実施。
・物件情報提供申込件数　238件
・物件情報提供件数 　98戸
・伴走型支援件数　63件
・家主支援補助金支給件数 ４件

A

・空き室物件の情報提供事業だけでは
住まいの確保が難しい方に対する支
援。
・高齢者や障害者等の住宅確保要配慮
者の入居に対する家主の理解を得るこ
と。

・居住支援協議会
・住まい確保支援事業として、物件情報
提供および伴走型支援
・家主支援補助金

住宅課

住まいサポーター制
度の実施

検討 実施
実施
住まいサポーターにつないだ数28人（内プラン作
成22人）

A

生活サポートセンターと住まいサポー
ターとが連携し、増加する住まいに関す
る相談にきめ細かく対応する必要があ
る。

生活サポートセンターと住まいサポー
ターの連携体制を強化し、役割分担の
整理を図ることで、増加する住まいに関
する相談に適切に対応していく。

生活福祉課

障害者グループホー
ム自立支援促進事業
の実施

実施 実施 実施事業所　１事業所 A
触法障害者を受け入れるグループホー
ムが少ない

区内事業所に補助スキームを周知す
る。

障害者サービス調整担
当課

⑴就労支援の充実（再掲）事業番号16

⑵住まい確保支援の充実（再掲）事業番号17

所管課

⑴更生保護ボランティアの活動支援、
連携の推進

施策の柱３　再犯を防止し安全・安心な地域社会を実現する（練馬区再犯防止推進計画）

現況
（令和６年度）

目標
（令和10年度）

令和７年度

資料２－２
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート

事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容
所管課

現況
（令和６年度）

目標
（令和10年度）

令和７年度

事業番号９
包括的な相談支援の
実施

実施 実施
・保健・福祉等に関する主な相談窓口において、
包括的な相談支援を実施。必要に応じて適切な支
援機関と連携。

A
・相談件数の増加
・複合化する課題がある場合の関係機
関との連携

・他機関との連携のため、相談機関一覧
を作成
・包括的相談体制の継続実施

福祉部管理課

事業番号10
連携推進担当による
調整・サポートの実施

実施 実施
・相談件数　38件
・相談実件数（要支援世帯数）33件
・調整困難ケース検討会議　13回

A
・支援関係機関の相互理解の推進
・相談事例の課題の複合化・複雑化

・支援機関が集まる連絡会等で事業内
容の周知
・支援関係機関が開催するケース検討
会議への参加や、支援関係機関への個
別ヒアリングによる相談事例の収集

福祉部管理課

事業番号11
アウトリーチ型支援の
実施

実施 実施
【地域福祉コーディネーターによるアウトリーチ】
支援関係機関等へつないだ件数　150件
個別訪問　123件

A

地域福祉コーディネーターによるアウト
リーチにおいては、個々のニーズに応じ
た同行支援や社会資源へのつなぎ等、
相談者が求める支援への柔軟な対応が
求められる。

地域福祉コーディネーターによるアウト
リーチの実施継続

福祉部管理課

ゲートキーパー養成講
座の開催

年７回、350人 年７回、350人 年間７回、532人 A+

これまで多くのゲートキーパーを養成し
てきたが、昨今の若年者の自殺者数の
増加を受け、若年者の生活・行動・環境
に係る方々を含め、今後も幅広い年代
の方をゲートキーパーとして養成する必
要がある。

一般区民、教員、民生児童委員、高校
生など多様な年代・対象に向けた啓発
活動を行う。特に若年者の自殺者数が
増えていることを踏まえ、高校生向けの
講座を増やす。

保健予防課

保健所での専門医に
よる依存症相談の実
施

４か所 ６か所
４か所
実施回数19回
相談者43人

A
薬物依存症以外のアルコール依存症や
ゲーム依存症の相談が多い傾向。

薬物依存症の相談ができることを区報
やホームページ、依存症講演会などで
周知する。
令和8年度は5か所で実施する。

保健相談所

　取組項目３　再犯を防止する環境を整える

区報による更生保護
活動の周知

年１回 年１回

・5月1日号に保護司特集記事を掲載
・「つながるカレッジねりま（福祉コース）」にて、保
護司についての講義を実施。
・「地域活動マッチングイベント」にブースを出展

A ・制度や活動内容の更なる周知

・5月1日号に保護司特集記事を掲載
・「つながるカレッジねりま（福祉コース）」
にて、保護司についての講義を実施。
・「地域活動マッチングイベント」にブース
を出展

福祉部管理課

社会を明るくする運動
フェスティバル、つどい
の開催

来場者数約700人 実施

フェスティバルの開催
来場者数：約550人
つどいの開催
来場者数：367人

A
継続的な取り組み
参加者数増

引続き関係各所との連携を密にしていく
とともに、広報活動に更に力を入れ、参
加者増を図る。

青少年課

協力雇用主および
ソーシャルファームの
周知

検討 実施

練馬産業連合会が発行している「産連ニュース」
に、「協力雇用主」と「ソーシャルファ
ーム」の記事を掲載。区内事業者へ周知を行っ
た。

A 制度の継続した周知
練馬産業連合会が発行している「産連
ニュース」に、「協力雇用主」と「ソーシャ
ルファーム」の記事を掲載。

福祉部管理課

地域防犯防火連携組
織への支援

41学区域設立 56学区域設立 １学区域設立 B

・連携組織を構成する、学校、ＰＴＡ、町
会などの団体は、防災分野や教育分野
など、他の既存組織の構成団体となって
いる場合が多い。
・防犯防火の目的で、新たな組織を設立
することは、地域にとって、負担が大き
く、個別勧奨を行ったが、目標数に達し
なかった。

・地域防犯防火連携組織は、必ずしも新
たな組織を設立しなくとも、既存組織に、
防犯防火の取組を取り入れることで、設
立することができる。
・別地域の地域防犯防火連携組織の活
動事例などを参考としながら、地域の負
担軽減につなげるような支援を行い、引
き続き地域への個別勧奨を行う。

危機管理課

パトロール団体登録
制度の実施

登録団体数264団
体

拡充
登録団体数255団体
（新規団体数５団体）

B

地域の防犯効果の向上に向け、用品支
給等の支援を受けられる制度をホーム
ページ等で周知し、新規団体登録につ
ながった。
一方、既存団体における構成員の高齢
化に伴う担い手不足等により、廃止した
団体が複数生じた。

新たな担い手の確保に向け、若年層や
現役世代の参加促進のためにホーム
ページの更新や手続のオンライン化等
による負担軽減を図り、団体の継続的な
維持・拡充に努める。

危機管理課

事業番号14 ⑹自殺・薬物依存対策の推進（再掲）

事業番号28 ⑵地域と連携した防犯活動の推進

⑶包括的な相談支援の推進（再掲）

⑷多機関協働による支援の推進（再
掲）

⑸アウトリーチ型の支援の充実（再
掲）

事業番号27
⑴再犯防止に関する取組への理解
促進
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート

事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容

　取組項目１　誰もが安心・快適に利用できる施設を増やす

駅の２ルート目
のバリアフリー化
の実施（光が丘・
小竹向原駅）

光が丘駅の２ルー
ト目のエレベー
ター整備中

小竹向原駅の２
ルート目のエレ
ベーター整備促進

【光が丘駅】
・２ルート目のエレベーター整備（工事
中）
【小竹向原駅】
・東京メトロが中期経営計画に２ルー
ト目のエレベーター整備を位置付け
「設置の実現に向けて検討を推進」
・鉄道事業者に検討状況や進捗状
況、課題を確認

A

【光が丘駅】
工事の進捗を把握し、着実に進めるよう
都へ働きかける必要がある。
【小竹向原駅】
今後、施工上の課題を整理していく必要
がある。また、鉄道事業者の整備計画
等に位置付けられる必要がある。

【光が丘駅】
２ルート目のエレベーター整備につ
いて、鉄道事業者に進捗状況等を
確認。
【小竹向原駅】
２ルート目整備について、鉄道事業
者に検討状況や進捗状況、課題を
確認し、早期整備を働きかける。

交通企画課

区内各駅への
ホームドア整備

ホームドア整備駅
数11駅（累計・12
月末時点）

ホームドア整備駅
数15駅（累計）

西武鉄道が整備計画に位置付け
・Ｒ８稼働目標：３駅(中村橋、富士見
台、新桜台)
・Ｒ９稼働目標：大泉学園駅
・池袋線未整備駅：2030年代半ばま
での整備を目指す
・新宿線未整備駅：連続立体交差事
業に合わせて整備

A

・Ｒ５から整備に着手している３駅（中村
橋、富士見台、新桜台）について、工事
着手に向け必要な手続き等を円滑に進
める必要がある。
・Ｒ７から整備に着手している大泉学園
駅については、ホームの補強が必要で
あるなど、構造上の課題などを解決しな
がら設計を進める必要がある。

・Ｒ８稼働目標の３駅(中村橋、富士
見台、新桜台)、Ｒ９稼働目標の大
泉学園駅について、工事スケジュー
ルが遅れることのないよう、早期完
了を鉄道事業者へ働きかける。

交通企画課

アクセスルート追
加指定

アクセスルート指
定（17施設）

アクセスルート新規
指定（３施設）
指定済みルートの
見直し（２施設）

練馬駅周辺のアクセスルートのバリ
アフリー整備検証および練馬駅北口
駅前広場バス乗降場から公共施設ま
での経路の検討

A

・鉄道事業やまちづくり事業の進捗に合
わせる必要があるため、ルートの指定に
時間を要する。
・ルート指定を行っていない公共施設の
駅からの経路について、歩道がない等
バリアフリー整備が困難な場所がある。

練馬駅から生涯学習センター・練馬
図書館のアクセスルートの経路およ
び整備案の検討

建築課
土木部計画課

アクセスルートの
バリアフリー整備
の実施

視覚障害者誘導
用ブロック整備や
案内標識設置な
どの整備（関係機
関対応含む）

指定したルートで必
要なバリアフリー整
備の実施および関
係機関への要請に
よる整備促進

・男女共同参画センターえーるから石
神井保健相談所までのルートの一部
区間に、視覚障害者誘導用ブロック
の設置および外側線の厚塗りとカ
ラー舗装による試行整備を実施
・指定済みルートのエスコートゾーン
および音響式信号機の設置を、交通
管理者に引き続き要請
・アクセスルート指定施設等におい
て、バリアフリー設備の案内標識を施
設入口に設置

A

・歩道がない、狭い等の道路において、
視覚障害者誘導用ブロック以外の誘導
方法について引き続き検討が必要。
・関係機関のバリアフリー整備について
は、関係機関の費用負担等もあることか
ら、実施までに時間を要する。

・石神井公園駅から男女共同参画
センターえーるまでのルートのバリ
アフリー整備
・練馬駅から練馬文化センターまで
のルートに案内標識を設置

建築課
土木部計画課

所管課

施策の柱４　ハード・ソフト両面からのユニバーサルデザインのまちづくりを進める（練馬区福祉のまちづくり推進計画）

現況
（令和６年度）

目標
（令和10年度）

令和７年度

　事業番号29
⑴駅と駅周辺のバリアフ
リー化の促進

資料２－２
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート

事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容
所管課

現況
（令和６年度）

目標
（令和10年度）

令和７年度

民間建築物のバ
リアフリー改修助
成の実施

助成件数258件
（累計・12月末時
点）

助成件数300件（累
計）

・バリアフリー助成件数７件
（累計件数266件）
・助成事業の周知

A 小規模店舗のバリアフリー化の促進
・バリアフリー改修助成の実施
・助成事業の周知

建築課

民間建築物のバ
リアフリー化の推
進

バリアフリー化の
誘導・助言の実施

バリアフリー化の誘
導・助言の実施

・多数の者が利用する建築物を所有
または管理する者に対し、バリアフ
リー整備に関する適切な指導、助言
を実施
　協議申請：117件
・整備を行ったバリアフリー整備につ
いて情報提供を実施
　措置の公表：22件

A ・より効率的なバリアフリー情報の提供
・条例、規則改正内容の適切な周知

・バリアフリー化についての誘導・助
言の実施

建築課

合理的配慮の理
解促進

改修のヒント集
（出入口編）発行

改修のヒント集（通
路編・トイレ編）の
発行
取組事例の紹介に
よる理解促進

・小規模店舗改修のヒント集（通路
編）発行

A

・ユニバーサルデザインに関する理解を
深め、ユニバーサルデザインのまちづく
りに自発的に取り組むことができる区
民・技術者の育成

・小規模店舗改修のヒント集（トイレ
編）発行

建築課

区立施設・区立
公園の新築・新
設・大規模改修
時の区民等によ
る意見聴取の実
施

設計時の点検46
か所（累計）
施設完成後の点
検28か所（累計）

区民点検年間３～
４件程度実施
聴取した意見の
データベース化な
どによる活用

・区立施設および区立公園の新築等
におけるバリアフリー整備に関する区
民等による点検（意見聴取事業等）の
実施
意見聴取５施設（設計時の点検：３施
設、施設完成後の検証：２施設）
・意見聴取結果のデータベース化に
向けたデータの整理

A ・検証結果を活かす仕組みづくりの検討

・区立施設・区立公園の新築・新設・
大規模改修時の区民等による意見
聴取の実施
・検証結果を活かす仕組みを検討

建築課
施設管理課
学校施設課
道路公園課
みどり推進課

バリアフリー設備
等の適正利用の
理解促進

研修において考え
方などを周知

バリアフリー設備維
持管理方法の周知

職員研修および事業者向け研修にお
いて、バリアフリー整備の維持管理方
法等について周知

A より多くの区民、事業者等への周知
職員研修および事業者向け研修に
おいて、バリアフリー整備の維持管
理方法等について周知

建築課

合理的配慮の理
解促進

研修において考え
方などを周知

合理的配慮の提供
事例などの共有
研修内容の充実に
よる周知継続

・事業者向けに、ユニバーサルデザイ
ン・合理的配慮等に関する研修を実
施
・区役所アトリウムパネル展や「練馬
まつり」、「照姫まつり」等でリーフレッ
トを活用し、合理的配慮について周知

A
・合理的配慮についての理解の促進
・必要な対応ができる区民・事業者等の
育成

・事業者向け研修の実施
・パネル展等を継続し、合理的配慮
についての理解を促進する。

建築課
障害者施策推進課

事業番号31
⑶区立施設・区立公園の
ハード・ソフト両面からの
バリアフリー化の推進

事業番号30
⑵民間建築物のハード・
ソフト両面からのバリアフ
リー化の推進
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート

事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容
所管課

現況
（令和６年度）

目標
（令和10年度）

令和７年度

　取組項目２　誰もが社会参加しやすいまちをつくる

障害理解促進の
ための講演会の
開催

参加者数50人
参加者数200人（累
計）

参加者数85人 A
２年間「聴覚障害」の講演会となったた
め、精神障害等の講演会実施を検討し、
理解促進をしていく必要がある。

障害者週間（12月）に高次脳機能障
害に関する障害理解講演会の実施
を検討する。

障害者施策推進課

ジェンダー平等、
男女共同参画等
に関する講座や
パネル展などの
啓発事業の実施

参加者数延べ
3,000人

参加者数の増
啓発講座、講演会、映画上映会等
参加者数　延2,695人

A 関心が低い区民等への啓発 啓発事業の継続的な実施 人権・男女共同参画課

外国人のための
日本語学習支援
（初級日本語講
座）の実施

定員90名 参加者数の増

・初級日本語講座の実施（定員90名）
・日本語教室ボランティア養成講座や
実践研修等を実施しボランティア日本
語教室の活動を支援した。

A

講座定員数については現状維持で推移
している。区内在住外国人の増加が見
込まれるため、引き続きニーズに応じた
受入体制の確保が必要となる。

対面による日本語講座の実施に加
え、オンラインで日本語講座を実
施。

地域振興課

ユニバーサルデ
ザインの体験教
室の開催

15校 25校

22校
※障害者施策推進課の事業と連携
し、授業プログラムの拡充を図ったほ
か、校長会に加え副校長会でも周知
を行ったことで、令和７年度目標の20
校を超える利用があった。

A+
小中学校でUD体験グッズの使い方を教
える「UD体験グッズ指導員」の活躍の場
が少ない。

区のユニバーサルデザイン普及啓
発事業においてもUD体験グッズ指
導員にご協力いただくことで、活躍
の場を増やす。

福祉部管理課

ユニバーサルデ
ザインの地域講
座の開催

６回 11回 ８回 A

オンラインでの講座にて、「講師の説明
についていけなかった」など、内容の理
解に係る意見が多数出た。受講後も繰
り返し内容が確認できるようアーカイブ
配信等を検討する。

申込者を対象に、一定期間講座を
視聴できる動画を配信する。

福祉部管理課

福祉のまちづくり
サポーターの実
施

登録者数162人
（12月末時点）

登録者数200人
登録者数169人
（３月末時点）

A
福祉のまちづくりサポーターの活動が限
定的である。

福祉のまちづくりサポーターの活動
の場を増やすため、制度の見直しを
検討する。

福祉部管理課

バリアフリーに携
わる技術者対象
研修の開催

開催回数24回（累
計）

・開催回数32回（累
計）
・合理的配慮の理
解促進

・技術者対象者研修の実施
区民・事業者、施工者向け：２回（累
計26回）
・職員向け：１回

A

ユニバーサルデザインに関する理解を
深め、ユニバーサルデザインのまちづく
りに自発的に取り組むことができる区
民・技術者の育成。

バリアフリーに携わる技術者対象研
修の開催。

建築課

　取組項目３　誰にでも伝わる・誰もが使える情報を充実させる

区が作成する冊
子への音声コー
ドの印字

一部事業 拡大
一部事業で実施。
令和７年度に全庁調査を行い、現状
把握を行った。

A
音声コードに関する知識不足、予算不足
等の理由で音声コード化に取り組めてい
ない事業がある。

改めて音声コード化の周知、実務マ
ニュアルの更新、個別支援を行い、
音声コードの印字を拡大する。

福祉部管理課

遠隔手話通訳の
実施

タブレット等設置
場所40か所

設置場所拡大
設置場所８か所を追加（地域包括支
援センター）

A
①新たに遠隔手話通訳を設置する場所
の適切な選定
②利用実績の伸び悩み

①ニーズの把握
②当事者への再周知等

障害者サービス調整担
当課

電子ブック版「カ
タログポケット」で
の配信
ねりま区報の発
行（音声版、点字
版および電子
ブックの発行）
（月３回発行）

音声読み上げ、多
言語翻訳（８か国
語）、拡大文字に
対応

継続

・カラーユニバーサルデザイン等に配
慮し、文字の大きさや紙面配置などを
工夫
・電子ブック「カタログポケット」によ
り、区報情報の音声読み上げ・多言
語翻訳（８か国語）・拡大表示に対応

A
電子ブック「カタログポケット」の閲覧回
数が少ない（１号あたり1,000回程度）

・各種媒体を積極的に周知
・読みやすい文字や紙面配置、情
報の提供方法を意識しながら、紙面
作成を継続
・音声版、点字版の全文音訳・点訳
を継続
※令和８年度より電子ブック版「マ
チイロ」に変更。多言語翻訳（11か
国語）に加え、やさしい日本語にも
対応

広聴広報課

スマホ相談窓口
の実施

はつらつセンター
全４か所に常設設
置

継続 相談人数　延べ1,884人 A
東京都アプリに関する質問や、リピー
ターの方が増えたことにより、職員の負
担が大きくなっている。

引き続き開設するとともに、シニア
スマホ相談事業を活用し、定期的に
スマホ相談会を開催することで、相
談機会を拡充し、増加する相談需
要に対応する。

高齢社会対策課

事業番号35
⑴障害のある方や外国
人等への情報保障の推
進

事業番号32
⑴相互理解の促進と意識
啓発の推進

事業番号33
⑵ユニバーサルデザイン
の理解の促進

事業番号34
⑶やさしいまちづくりを担
う人材育成の推進
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート

事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容
所管課

現況
（令和６年度）

目標
（令和10年度）

令和７年度

コミュニケーショ
ン支援アプリの
活用

イベントや窓口業
務、相談の場での
活用

継続

【障害施策推進課】
障害者施策推進課の窓口業務にて、
UDトーク（音声認識と多言語翻訳で
会話を文字化し表示するアプリ）を活
用
【地域振興課】
多言語翻訳機器を活用した窓口対応
の実施
【健康推進課】
保健相談所等の窓口業務にて、タブ
レット端末で手話通訳が利用できる
「遠隔手話通訳サービス」や「UDトー
ク」の活用
【文化・生涯学習課】
・「真夏の音楽会」等の公演事業でUD
トーク対応を実施
・「真夏の音楽会」等の公演事業や、
美術館等での展事業等のチラシおよ
びプログラムに音声コードを記載
・「ねりまの森の音楽祭」にて体感振
動スピーカーの貸出

A

区内在住外国人は増加の見込みであ
る。相対的に行政手続き等の一般的な
相談が増えることが見込まれるため、柔
軟な対応が必要となる。

【障害者施策推進課】
手話通訳者や遠隔手話通訳サービ
スを併用し、利用者の正確な意思
疎通を安定的に確保する。
【地域振興課・健康推進課】
多言語翻訳機器に加え、オンライン
映像通訳機器による窓口対応を実
施。
【文化・生涯学習課】
取組の継続。

地域振興課
文化・生涯学習課
障害者施策推進課
健康推進課

電子書籍の導入
電子図書館の導
入　コンテンツ数
4,000点

電子図書館の充実
コンテンツ数7,000
点

令和８年４月１日現在の電子図書館
での閲覧可能コンテンツ数　5,378点

A

当初の想定に比べ、物価高騰の影響に
よりコンテンツ単価が上昇しており、計画
的なコンテンツ数の確保が困難な状況と
なっている。

令和８年度は、予算を増額要求し
（令和７年度より498千円増）、計画
的な購入を進める。

光が丘図書館

カラーユニバー
サルデザインの
周知

研修の実施
カラーユニバーサ
ルデザインの必要
性の周知を継続

カラーユニバーサルデザインの重要
性・ガイドラインのポイント・支援ツー
ルについての周知

A
カラーユニバーサルデザインについて、
より多くの職員へ周知徹底すること

周知・啓発の継続 広聴広報課

練馬区バリアフ
リーマップの充実

マップの公開 内容の充実
男女兼用更衣室（多機能更衣室）お
よび優先駐車区画（ゆったりスペー
ス）の項目を追加。

A
区ホームページ上で公開している「ねり
まっぷ」と操作性が異なるため、利用者
が戸惑う可能性がある。

ねりまっぷへの移行を検討する。 福祉部管理課

事業番号37
⑶わかりやすく利用しや
すい情報の発信

事業番号36
⑵デジタル活用技術の活
用による参加しやすい事
業の実施
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート

事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容

　取組項目１　成年後見制度の利用を支援する

ねりま成年後見
ネットワーク連絡
会の開催

実施 継続

・ねりま成年後見ネットワーク
連絡会の開催(年2回)
・市民後見人がネットワーク連
絡会に初めて参加し活動報告
を行った。

A
成年後見制度の改正による、地域
での権利擁護支援の拡大への対応

制度改正に伴う課題の共有と対応
の検討

福祉部管理課

検討支援会議の
開催

実施 継続
・成年後見検討支援会議の開
催(東圏域6回・西圏域6回・合
計12回)

A
増加する複合的な課題を抱えた世
帯への対応

関係機関とともに複合的な課題を
整理し解決に向けて取り組む。

福祉部管理課

区民や事業者向
けの説明会や講
演会等の開催

実施 継続
・区民や事業者向けの説明会
や講演会等の開催(年29回)

A 幅広い年齢層に参加を促す。

・オンライン等、複数の申込方法を
導入し、参加しやすくする。
・制度説明に加え、生活場面を想定
した事例の活用や動画など表現を
工夫する。

福祉部管理課

市民後見人養成
研修公開講座の
開催

受講者数延べ12
人

受講者数延べ40
人

・受講者延べ人数34名（職員） A 受講機会確保の継続

・関係機関に対し、年間予定を早期
に周知する。
・オンライン等、複数の申込方法を
導入し、参加しやすくする。

福祉部管理課

申立経費の助成
の実施

助成件数32件 助成件数52件 助成件数38件 A
制度を必要とする方が速やかに制
度利用できるよう実施内容の充実
に取り組む。

本人の資産要件の引き上げ検討。 福祉部管理課

後見人等への報
酬費用の助成の
実施

助成件数107件 助成件数126件

助成件数90件
・令和6年4月より、成年後見
人、保佐人、補助人に加え
て、監督人も助成対象とした。

B
助成対象範囲拡大についての周
知。

報酬助成額の増額や、本人の資産
要件の引き上げ検討。

福祉部管理課

事業番号40
⑶成年後見制度の利用
に関する支援

　事業番号38
⑴地域で連携して支える
ネットワークの強化

事業番号39

施策の柱５ 権利擁護が必要な方への支援を充実する（練馬区成年後見制度利用促進基本計画）

現況
（令和６年度）

目標
（令和10年度）

令和７年度
所管課

⑵成年後見制度の周知・
啓発

資料２－２
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練馬区地域福祉計画（令和7～10年度）取組状況評価シート

事業実績 評価 課題 翌年度以降の取組（予定）内容

現況
（令和６年度）

目標
（令和10年度）

令和７年度
所管課

　取組項目２　法人後見や市民後見人等の活用を推進する

事業番号41
法人後見実施団
体への支援の充
実

NPO法人との懇
談会の開催

法人後見実施団
体への支援の充
実

・法人後見延べ件数6件
・NPO法人との懇談会開催2
回

A
法人後見を実施する団体の認知度
を高める必要がある。

・講座や研修会への協力を行う。
・講演会や相談会を協働開催する。

福祉部管理課

市民後見人養成
研修の実施

実施 研修内容の充実
・市民後見人養成研修修了者
数5人(累計95人)

A
制度改正に応じた研修内容の変更
が必要。

制度改正に対応した情報提供や研
修内容の向上を図る。

福祉部管理課

市民後見人の受
任の促進

受任件数　累計
31件

受任件数　累計
43件

・市民後見人の受任件数37件
(累計)
・市民後見人リーフレットを関
係機関に配布や周知

A
市民後見人の活動の場が限定され
ている。

市民後見人の対象要件を特養以外
の施設入所者に広げる。

福祉部管理課

親族後見人への
相談支援の実施

44件 継続

・親族後見人への個別相談支
援の実施　40件
・親族後見人同士の懇談会・
勉強会の開催

A
親族後見人の高齢化により業務継
続が困難なケースが増えている。

対応策を情報提供し後任者への引
継ぎなどの支援を行う。

福祉部管理課

「ねりま後見人
ネットだより」の
発行

年２回 継続

・成年後見制度に関する新し
い情報を提供する「ねりま後
見人ネットだより」を発行(年2
回)

A 親族後見人への周知
わかりやすい紙面の工夫と配布先
の検討などを行う。

福祉部管理課

　取組項目３　権利擁護に関連する支援事業を充実する

地域福祉権利擁
護事業の実施

利用者数延べ
194人

利用者数延べ
200人

・利用者数延べ233人 A
オンライン決済の普及等により、対
応できないことが生じている。

社会福祉法の改正を踏まえて対応
していく。

福祉部管理課

財産保全・手続
き代行サービス
の実施

利用者数延べ33
人

利用者数延べ40
人

・利用者数延べ22人 A
オンラインの普及等により当事業の
需要が低下している。

今後の事業継続の検討を行う。 福祉部管理課

高齢者在宅生活
あんしん事業の
実施

利用者数2,500人 利用者数2,900人 利用者数2,412人 B

・高齢者本人への注意喚起や離れ
て暮らす家族の不安の解消など、
熱中症対策の充実が求められてい
る。
・Ｒ６末から区が指定する見守りＩＣＴ
機器1種類追加した。さらなる利用
者増が必要。

・Ｒ６より電話回線を使用した固定
型電話に熱中症の注意喚起をする
機能を備えた緊急通報システム機
器を導入した。電話回線がない利
用者にも注意喚起の機能を備えた
機器を導入していく。
・利用者が増加するよう介護事業者
等への案内チラシ送付など周知方
法やスマートフォン等を活用した高
齢者の見守りを支援する対象機器
の追加を検討する。

高齢者支援課

権利擁護に関す
る新たなサービ
スの実施

事業内容の検討 実施
・令和8年4月から終身サポー
ト事業と終活情報登録事業の
実施に向けて検討

A 資産要件に該当しない人への対応
個々の契約内容に応じた弁護士等
の専門職や葬儀会社等の調整を行
う。

福祉部管理課

事業番号44
⑴地域福祉権利擁護事
業等の実施

事業番号45
⑵将来の不安に備えた支
援の実施

⑴法人後見実施団体へ
の支援

事業番号42
⑵市民後見人の養成と支
援

事業番号43 ⑶親族後見人等の支援
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